
関税法施行令等の一部を改正する政令案要綱  

 

 

１ . 経 済 上 の 連 携 に 関 す る 日 本 国 と オ ー ス ト ラ リ ア と の 間 の 協

定（以下「オーストラリア協定」という。）における関税につ

い て の 特 別 の 規 定 に よ る 便 益 を 適 用 す る 場 合 に 必 要 な 締 約 国

原 産 地 証 明 書 及 び オ ー ス ト ラ リ ア 協 定 原 産 品 申 告 書 等 に 関 す

る所要の規定を整備することとする。（関税法施行令第４条の

２、第４条の 12、第 36 条の３、第 51 条の 12 及び第 61 条関係） 

 

２ . オ ー ス ト ラ リ ア 協 定 の 適 用 を 受 け る 豪 州 産 牛 肉 の 原 産 性 の

確 認 方 法 及 び 当 該 豪 州 産 牛 肉 に 係 る 輸 入 数 量 の 算 出 に 関 す る

所要の規定を設けることとする。（関税暫定措置法施行令第 18

条の２及び第 19 条の３関係）  

 

３ . 関 税 暫 定 措 置 法 第 ９ 条 の ２ に 規 定 す る 製 造 工 場 の 承 認 申 請

手続等、豪州産飼料用麦に係る譲許の便益の適用に関する所要

の規定を設けることとする。（関税暫定措置法施行令第 33条の

２～第 33条の 11関係）  

 

４ . 関 税 暫 定 措 置 法 第 ９ 条 の ２ に 規 定 す る 製 造 工 場 の 承 認 を 受

け た 者 が 納 付 す べ き 手 数 料 の 額 等 に 関 す る 所 要 の 規 定 を 整 備

することとする。（税関関係手数料令第８条、第９条、第 13 条

の４及び第 14 条関係）  

 

５．オーストラリア協定に基づく関税の緊急措置及び関税割当制

度等の導入に伴い、当該措置及び制度等の対象となる国際約束

に当該協定を追加することとする。（関税暫定措置法施行令第

19 条の２関係）  

 

６ . オ ー ス ト ラ リ ア 協 定 に お い て 関 税 の 譲 許 が 特 定 の 用 途 に 供

す る も の で あ る こ と を 要 件 と し て い る 物 品 の 指 定 及 び そ の 譲

許 の 便 益 の 適 用 に 関 す る 所 要 の 規 定 を 整 備 す る こ と と す る 。

（関税暫定措置法施行令第 32 条及び第 33 条関係）  

 

７ . オ ー ス ト ラ リ ア 協 定 に お い て 関 税 割 当 制 度 の 対 象 と し て い

る 物 品 の 指 定 及 び そ の 割 当 て の 方 法 等 に 関 す る 所 要 の 規 定 を

整備することとする。（経済連携協定に基づく関税割当制度に

関する政令第１条、別表第１及び別表第３関係）  

 



８ . その他所要の規定の整備を行うこととする。  

 

９．この政令は、関税暫定措置法の一部を改正する法律（平成 26

年法律第 110 号）の施行の日から施行することとする。（附則

関係）  


